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⑴健全な経営を持続するためには、料金改定によるものだけでなく、
社会情勢の変化に柔軟に対応し、経費の削減や業務の改善に引き続
き努めること。

・外部委託による経費削減

⇒量水器検針業務や料金徴収関連業務、給水工事受付業務等の民間委託

・建設コストの縮減

⇒耐用年数や管種の見直し、下水道工事等との同調施工による工事費の縮減

・新たな収入源の確保

⇒官民連携によるマイクロ水力発電施設からの売電収入

・広域化・共同化の推進

⇒近隣事業体との資材共同購入の検討

水道事業

主な経営健全化の取組
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下水道事業

主な経営健全化の取組

・外部委託による経費削減

⇒浄化センターの維持管理業務の民間委託

・維持管理費の経費縮減

⇒浄化センターでは、エネルギー効率の良い設備機器の導入と、効率的な

運転管理による経費縮減

・建設コストの縮減

⇒管渠整備では、小型マンホールや曲管などの整備手法の採用による工事

費の縮減

・広域化・共同化の推進

⇒近隣５市による下水道管路施設の点検業務。

今後も引き続き経費削減や業務改善に努めていきます。
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⑵水道料金及び下水道使用料の改定は、市民生活や経済活動に直結す
るものであることから、料金改定の必要性や変更点等について、使
用者の理解が得られるよう分かりやすい周知に努めること。

①広報

②ホームページ

③チラシ（検針時に配布）

次の３つの方法での周知を予定しています。

料金改定の必要性や、変更点等について、広報及び、チラシではポイ
ントをわかりやすく、二次元コードを読み取ることで、ホームページ
でより詳細な内容をご覧いただけるように準備を進めていく予定です。
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⑶今後は定期的に審議会を開催し、必要に応じて料金体系等の適正化
について検討を行うこと。

今後のスケジュール

諮問事項がない場合も、毎年決算確定後に審議会を開催し、
経営状況の確認を行います。
また、少なくとも５年に一度、経営戦略の見直しの際に、
適正な料金設定について検証をしていく予定です。

項目

★ ● ● ● ● ● ●

水道事業

経営戦略

公共下水道事業

経営戦略

R10 R11 R12 R13

上下水道事業

経営審議会

R7 R8 R9

適正な料金のあり方を検討

料金改定

計画期間H30～R9

R4中間見直し

計画期間R10～

計画期間R2～R11

R6中間見直し

計画期間R12～
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⑷市街化調整区域の下水道整備については、今後の下水道事業の経営
に大きな影響を与えることなどを勘案すると、整備しないことが妥
当である。
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